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は じ め に

　1999年の「西部大開発」をはじめ，中国政府の地域政策の重心は「沿海優先発展」から中国全
域の「共同富裕」に転換した。内陸地域向けの経済政策は，内容と形式によって，参考にした沿
海地域の開発政策と内陸地域に独自な開発政策の２種類がある。内陸地域の独自の開発政策につ
いて，「国家級産業移転示範区」と「国家重点開発開放試験区」を取り上げよう。
　2010年初め，中国の内陸地域の経済成長を支援する政策の一部として，長江デルタに隣接する
安徽省皖江都市帯に初の「国家級産業移転示範区」が設立された。地域の経済成長と製造業・サ
ービス業の発展がその目的であった。また，内陸地域の沿辺都市（国境沿い都市）に「国家重点
開発開放試験区」が設立され，沿辺地域の経済成長を促進しようとした。「示範区」と「試験区」
の数は今なお増加している。「示範区」と「試験区」の設立とともに，内陸地域では沿海地域の
対外開放の成功を参考にし，より明確に輸出を目標とした「輸出加工区」や「総合保税区」が相
次いで設立された。しかし，外資投資額や輸出入額などの実績から見れば，内陸地域の経済成長
は対外開放によるものが少ない。既存の多くの研究はその効果について疑問を呈した。確かに該
当する内陸地域は経済成長を実現したが，それは大規模な固定資本投資によるものであり，成長
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と「示範区」と「試験区」との関係は見当たらない（韋ら，2019；賀ら，2019
1）
）。

　にもかかわらず，内陸地域が対外開放策を展開するのはなぜだろうか。それは，グローバル・
サプライチェーン（以下，GSC と表記）によって経済成長を図ろうとするからである。実際，中
国政府は2015年に内陸地域の対外開放に関して，グローバル規模で進んでいる生産の分散と再配
置すなわち GSC の利用を明確に主張した

2）
。現代のグローバル生産は ICT や運輸手段の発展によ

って，生産工程がグローバルに分散し，その分散された工程や業務を多国籍企業の企業内貿易や
多くのサプライヤーへのアウトソーシングによって統合している。このような GSC が発展する
と，外資の導入増加や完成品輸出の増加がもたらされるだけではなく，生産工程の様々なプロセ
スを通じて経済成長に寄与する

3）
。

　このように GSC への参加は，国内の各産業や地域経済にも付加価値をもたらす。本研究は，
内陸部の GSC への参加が同地域の経済成長にいかなる影響を及ぼしたのかについて実証的に分
析することを目的とする。そのために，グローバル・バリューチェーン（以下，GVC と表記）参
加度という概念を利用する。そして，内陸地域と対外開放度が高い沿海地域における GVC 参加
度の推移を比較する。次に GVC の参加は内陸地域の経済成長にどのような影響を与えるのかを
分析する。GVC の参加度を高めれば産出を増加させる傾向が内陸地域にも存在するか否か。そ
の結果を明らかにしたうえで，内陸地域の対外開放の課題を展望する。
　本研究の構成は以下になる。第１節は，内陸地域の対外開放をトレースする。内陸地域の独自
の開発政策である「国家級産業移転示範区」，「国家重点開発開放試験区」と沿海地域の対外開放
政策を参考にした「輸出加工区」，「総合保税区」の内容をみる。また地域間の貿易格差を示すと
ともに，格差の縮小と経済発展を目的として内陸地域の GVC 参加が位置付けられていることを
確認する。第２節は，内陸地域の GVC 参加度にかかわる問題を検討する。そのために，まず国
際・多地域間産業連関表を作成する。国際・多地域間産業連関表とは，国際産業連関表と中国多
地域間産業連関表とを統合したものであり，これによって国だけではなく，各地域の直接的な
GVC の参加状況を明らかにすることができる。本節では中国の各地域の GVC の直接的参加度
を測定し，地域間の GVC 参加度の時系列的な比較を行う。第３節は，内陸地域の GVC の直接
的参加と産出額，付加価値の増加との関連を回帰分析によって明らかにする。さらに内陸地域の
間接的 GVC 参加を分析し，内陸地域は他地域との中間財の移出を通じて沿海地域の輸出を増加
させており，内陸地域経済は国内分業および国際分業の「双循環」のなかで発展していることを
示す。

第１節　内陸地域の対外開放の試み

１.１　内陸地域における開発政策
　2010年１月，初の「国家級産業移転示範区」として，上海市，江蘇省，浙江省に隣接し，安徽
省南部に位置する「皖江都市帯産業移転示範区」が設置された。その後，「産業移転示範区」の
範囲が徐々に拡大し，2022年まで，11カ所の「示範区」が設立され，その範囲は沿海地域に隣接
する中部と西南地域から西北地域までに広がった。また，2012年，広西自治区の東興，雲南省の
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瑞麗，内モンゴル自治区の満州里が「国家重点開発開放試験区」に指定された。内陸地域の対外
開放を促進することが目的である。同様に，「開発開放試験区」と指定された沿辺都市が徐々に
増加し，2020年まで，９カ所に増えた。
　最初の「示範区」である「皖江都市帯産業移転示範区」は，「中部崛起

4）
」戦略の重要な成長拠

点として設置された。その目的は，化学産業，設備製造業，冶金・金属材料加工業と高技術産業
を重点に育成し，2015年まで，長江デルタとの分業と協力を実現し，全国的に重要な先進製造業
とサービス業の中心として育成することである

5）
。そして，2015年に皖江都市帯の GDP を2008年

の倍にするという具体的な経済成長の目標を掲げた。実際に，皖江都市帯にある安徽省合肥市の
名目 GDP は2008年の0.2兆元から2015年の0.58兆元に成長した。
　しかし，こうした指定地域における GDP 増加は「示範区」によるものなのか。複数の研究は
これに対して否定的な意見を示した。韋ら（2019）は，湖北荊州に設立した「示範区」政策は地
域の第２次産業の発展を促進したが，地域の経済成長に与えた影響は大きくないと主張した。ま
た，「示範区」の設立は中部地域や省会都市の環境汚染をさらに悪化させた，という指摘もある

（陳ら，2019）。また，沿海地域と内陸地域の間で大規模な産業移転を行う条件が不十分であり，
産業移転を利用し，国内の産業構造を調整することはそもそも困難であるという見解もある（馮，

2010）。一方，「示範区」の設立は中部地域よりは西部地域の製造業の成長に役立つ（王ら，2020）

と，政策の一部を評価する研究もある。
　以上のように，「示範区」の効果が疑問視されたなかで，2023年７月，国家発展改革委員会は
新たに「示範区評価指標

6）
」を公表した。それによれば，GDP の増加や輸出額の成長などの経済

発展指標以外にも，プラットフォームの設立，R ＆ D 投入，省エネや環境保護などの指標が追
加された。新たな評価指標は明らかに地域経済成長の「量」ではなく，「質」を重視としている。
　次に，内陸地域の沿辺都市に位置する「国家重点開発開放試験区」はより明確に「試験」的な
目的を持っている。例えば，雲南省の瑞麗市は，国境金融拠点として，金融の発展を重視してい
る。東北地方の綏芬河は対露の越境 E-economy（電子商取引）の指定都市であり，満州里を東北
アジアの国際物流拠点に育成し，陸路貿易を発展させるといものであった。確かに「試験区」の
設立は沿辺都市の経済成長を促進した。しかし，隣接地域へのスピルオーバー効果が限られてい

（　　）

表１　内陸地域の「国家級産業移転示範区」，「国家重点開発開放試験区」と「総合保税区」の分布

地　域 国家級産業移転示範区（11) 重点開発開放試験区（９） 総合保税区（68）

東北地域 遼寧西北地域 綏芬河 綏芬河総合保税区など

中部地域

安徽皖江都市帯，湖南湘南地
域，湖北荊州および江漢地域，
江西ガン南地域，晋陝豫黄河
金三角

なし

合肥経済技術開発区総合保税
区，蕪湖総合保税区，ガン州
総合保税区，湘潭総合保税区
など

西南地域
広西桂東地域，重慶沿江地域，
四川広安地域

凭祥，瑞麗，東興，百色，凭
祥

广西凭祥総合保税区，欽州総
合保税区など

西北地域
寧夏銀川石嘴山，甘粛蘭州白
銀

満州里，エレンホト，塔城
満州里総合保税区，銀川総合
保税区，蘭州新区総合保税区
など

（出所）国家発展改革委員会，海関総署より筆者作成。
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るという研究がある（秦，2021）。
　内陸地域に設立した「示範区」と「試験区」の範囲内もしくはその近辺に「総合保税区」が設
立された。「総合保税区」は沿海地域の成長モデルを参考にした政策である。「総合保税区」は，
輸出の増加という具体的な役割を持ち，関税が特別管理された地区である。「総合保税区」内で
は，関税の軽減，自由な外貨保有や取引などの特別政策が実施される。一般的に，「総合保税区」
は輸出加工区，保税物流区，輸出港の機能を持つ。税関データでは，「総合保税区」の輸出入額
は単独に統計されている。2023年２月まで，「総合保税区」は156カ所まで拡大し，その中の68カ
所

7）
は内陸地域に位置する。改革開放当初の沿海地域を優先する「経済特区」や「沿海開放都市」

と比べ，「総合保税区」の地域的分布は均衡的である。
　現在の「総合保税区」の一部の前身は輸出加工区である。輸出加工区の最大の特徴は「境内関
外」である。すなわち，その立地場所は国内にあり中国の法律に従うべきであるが，税関の管理
を受けない。「輸出加工区」が「輸入」した物財には関税を課さないが，一方，輸出加工区から
周辺地区への物財の移出は，周辺地区の「輸入」とカウントされ関税が課される。したがって，
こうした措置は原材料が海外からきて市場が海外にあるという特徴を持つ加工貿易の発展に大き
く貢献した。輸出加工区は2000年９月に15件の設立をはじめとしてその後，徐々にその数を増や
した。当時の15の輸出加工区のうち内陸地域に位置するのはわずか武漢，成都と吉林琿春の３つ
であった。
　2014年に税関は全国50の輸出加工区の輸出入額を公表し，その総額は約135.8億ドルであった。
内陸地域は16の輸出加工区を有し，その輸出入額は31.6億ドルで全国の輸出加工区の貿易総額の
約23％を占める。2015年，商務部の決定

8）
により，輸出加工区は「総合保税区」に徐々に統合され

た。2018年に税関は，65の「総合保税区」の輸出入額を公表し，その総額は約345.4億ドルであ
った。内陸地域は30の「総合保税区」を有し，その貿易総額は約108.9億ドル，全体の31.6％を
占める。「総合保税区」の地域間の貿易差は存在するが，グロスベースの貿易格差ほど大きくな
い。

１.２　内陸地域の GVC参加の目的
　地域間のグロスベースの貿易格差については，図１に示すように，2002年～2018年における内
陸地域の対外貿易総額の対全国比は微増した。地域間のグロスベースの対外貿易格差は依然とし
て大きかった。一方，内陸地域の貿易黒字は貿易総額と同じ変化を示したが，対全国比は大きく
異なる。内陸地域の貿易黒字の対全国比の変動は大きい。
　内陸地域での「輸出加工区」と「総合保税区」の設立を始め，内陸地域の対外開放の動きは対
外貿易を促進した。さらに，貿易黒字の増加は一般的に地域の GRP（地域総生産）の増加につな
がる。しかし，内陸地域の対外貿易額は固定資本投資額にはるかに及ばない。輸出は内陸地域の
経済成長を支えた主要な成長要因にはならなかった。内陸地域の経済成長に関する研究の多くは
対外開放よりも，国内資本による固定資本投資の役割を主張している。2008年の金融危機に端を
発した世界同時不況のなかで，中国政府は不況脱出のために設備投資，不動産開発やインフラ整
備などの大規模投資を行った。しかしその後内陸地域は，この大規模な固定資本のために投資過
剰と低資本利益率に直面することになった（柏，2017；白，2014）。かくして固定資本投資主導の

（　　）
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成長は限界を迎え，地域経済の成長を維持するには，国内消費による内需拡大か，または輸出に
よる外需拡大が必要となった。
　そのために中国政府は2013年には「開放型経済新体制

9）
」を提起した。具体的には，外資投資管

理体制の革新，「走出去」（企業の対外進出）戦略を促進する新体制の設立，対外貿易の持続可能
の発展メカニズムの構築，対外開放の地域分布の最適化，「一帯一路」戦略の実施の加速などを
通じて，「開放型経済新体制」を構築する，というものである。ここで提起された対外開放の地
域分布の最適化とは「（上海）自由貿易試験区」の改革開放の深化を図る一歩，内陸地域の対外
開放の新体制の構築，沿辺地域を開放の新支点として育成，沿海地域の対外開放における先導性
の発揮，対香港・マカオ・台湾の開放の拡大などが含まれる。さらに2015年には，その方針は以
下のような政策として具体化された。すなわち，内陸地域の対外開放の新体制を構築するには，
GSC の再編（世界産業の再配置）を利用し，内陸地域の主要都市と都市群の産業集積地で，産業
移転の新ルートや加工貿易の新モードを探る。また機械製造，部品・原材料供給，研究開発，決
済などを内陸地域へ移転して産業クラスターを形成する。内陸地域の中心都市で先進製造業の拠
点を設立する。内陸貿易，投資，技術イノベーションの協調発展を促進する。内陸都市の国際航
空路の拡充，鉄道，水運，陸路，空路など多様な運輸インフラを支援する，などである（国家発

展改革委員会，2015）。
　このように内陸地域の GSC への参加は，対外貿易の増加だけでなく，産業移転の新ルートや
加工貿易の新モードの追求，先進製造業の拠点の設立の一つの手段として位置付けられた

10）
。

（　　）

（出所）国家統計局 National Data（https://data.stats.gov.cn）により，筆者作成。

図１　内陸地域の対外貿易額，貿易黒字額と対全国比率（2002～2018年）
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第２節　国際・多地域間産業連関表による地域的な GVC 参加の把握

２.１　国際・多地域間産業連関表の作成
　地域レベルの GVC 参加を明らかにするためには，国際・多地域間産業連関表の作成が必要で
ある。本研究では，2002年，2007年，2012年，2017年の中国多地域間産業連関表（表２）と2002
年，2007年，2012年の国際産業連関表（World Input-Output Database, 以下 WIOD），2017年のアジ
ア開発銀行（ADB）の国際産業連関表（表３）を用いて，国際・多地域間産業連関表（表４）を作
成する。産業分類については中国多地域間産業連関表（Multi-Regional Input-Output Models, 以下

MRIO）の17産業分類を使用し，WIOD と ADB の産業分類と統合する。また，MRIO は人民元
表示，WIOD と ADB はドル表示のため，当年の名目為替レート

11）
でドル表示に統一する。

（　　）

表� 国内多地域間連関表（MRIO，�地域�産業)

中間需要 最終需要

輸出 総産出地域A 地域 B
地域Ａ 地域Ｂ

sec1 sec2 sec1 sec2

地域Ａ
sec1 X


X


X


X


Y


Y


E


X



sec2 X


X


X


X


Y


Y


E


X


地域Ｂ
sec1 X


X


X


X


Y


Y


E


X



sec2 X


X


X


X


Y


Y


E


X


輸入 M


M


M


M


M M

付加価値 V


V


V


V


総投入 X


X


X


X


（出所）筆者作成。

表� 国際産業連関表
12)

（WIOD，�国�産業)

中間需要 最終需要

総産出CHN ROW
CHN ROW

sec1 sec2 sec1 sec2

CHN
sec1 





















sec2 




















ROW
sec1 





















sec2 




















付加価値 v


v


v


v


総投入 











（注） CHN：中国，ROW：その他世界。

（出所） 筆者作成。
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　表２と表３はそれぞれ，２地域２産業の MRIO と２国２産業の WIOD を示している。MRIO
と WIOD（2017年は ADB）に基づいて国際・多地域間産業連関表（以下 WIOD-MRIO）を作成する。
表４の影の部分は WIOD-MRIO を作成する際に，推計が必要な部分を示している。また，ROW

（その他世界）の付加価値と最終需要（下線の部分）に関して，バランスを取るため，調整する必要
がある。他の部分は調整不要であり，MRIO と WIOD（2017年は ADB）の元のデータを使用する。
　表４を推計するために地域 A 産業１の ROW 産業１に対する投入である XAR 

11  を求める必要が
ある。
　そこで，まず表３の WIOD 表から中国の産業１の輸出枠として ex 

1 を計算する。

ex=x
+x

+y


⑴

　ex 
1 は中国の産業１が供給した，ROW の産業１，産業２への中間需要及び最終需要への投入

の合計である。
　表２の MRIO に示したように，中国地域 A 産業１の輸出額は EA 

1  である。産業１の地域 A の
輸出対全国輸出の割合（EA 

1 /ex 
1）を求める。そして，表３に示した中国の産業１の ROW の産業

１向けの中間需要 xCR 
11  を掛ける。その結果は地域 A 産業１に対する ROW の産業１からの中間

需要 XAR 
11  である。

X
=

E


ex
⋅x


⑵

　以上の中間投入と同様に，YAR 
1  を求める。

Y
=

E


ex
⋅y


⑶

（　　）

表� 国際・多地域間産業連関表の作成と推定
13)

中間需要 最終需要

総産出
CHN

ROW
CHN

ROW地域Ａ 地域Ｂ
地域Ａ 地域Ｂ

sec1 sec2 sec1 sec2 sec1 sec2

CHN

地域Ａ
sec1 X

 X
 X

 X
 X

 X
 Y

 Y
 Y

 X


sec2 X
 X

 X
 X

 X
 X

 Y
 Y

 Y
 X



地域Ｂ
sec1 X

 X
 X

 X
 X

 X
 Y

 Y
 Y

 X


sec2 X
 X

 X
 X

 X
 X

 Y
 Y

 Y
 X



ROW
sec1 x

 x
 x

 x
 x

 x
 y

 y
 y

 x


sec2 x
 x

 x
 x

 x
 x

 y
 y

 y
 x



付加価値 V
 V

 V
 V

 v
 v



総投入 X
 X

 X
 X

 x
 x



（出所） 筆者作成。
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　次に，ROW 産業１の地域 A 産業１に対する投入である xRA 
11  を求める。

x
=

x


x
+x

 ⋅M


⑷

　表３の ROW の地域 A に対する投入の合計は地域 A の輸入であるため，産業別に分解するこ
とによって，地域 A 産業１の生産のために投入される ROW 産業１からの投入を算出すること
ができる。
　同様に，ROW 産業１から中国地域 A の最終財輸出 yRA 

1  を求める。

y
=

y


y
+y

 ⋅M
⑸

　最後に，産業連関表（表５）の総産出と総投入を一致させるのは，ROW の付加価値 vR 
1，vR 

2  と
最終需要 yRR 

1 ，yRR 
2  を調整する。

２.２　GVC参加度の定義
　グローバリゼーションの展開とともに，国際的な付加価値貿易が発展している。UNCTAD

（2013）によると，国際間のグロスベースの輸出額にはかなりの量の二重カウントが含まれてい
る。図２に示したように，A 国の原材料の輸出は，B 国と C 国の輸出にもカウントされたが，A
国の GDP にのみ貢献し，B 国と C 国の GDP への貢献はない。つまり，創出されたネットの付
加価値額はグロスベースの輸出額ほど大きくはない。そのため，付加価値貿易の考えが重要であ
り，多くの先行研究は国際付加価値貿易に焦点を当てた。グロス貿易において，A 国と C 国の
間には直接的な取引が行われなかったが，付加価値貿易において，A 国は B 国を経由し，C 国
との間接的な取引は存在する。
　付加価値貿易に関する研究では，貿易がどの程度ある国の付加価値生産，すなわち経済成長に
寄与しているのかについてみるために，付加価値貿易への参加の度合いを見ることが有益である。
そのための指標として GVC 参加度がある。Koopman et al.（2010）によると，GVC 参加度とは
当該国の輸出に使用される外国由来の付加価値（付加価値貿易における前方連鎖）と当該国の輸出
相手の輸出に供給される当該国由来の付加価値（付加価値貿易における後方連鎖）の合計額が当該
国の輸出総額に占める割合である。

GVC参加度=
IV

E
+

FV

E
⑹

　ここで，Er は r 国の輸出，IVr は r 国の間接的付加価値輸出（Indirect Value-added Exports），
FVr は r 国の輸出に含む外国由来の付加価値（Value-added from foreign sources）である。
　Koopman et al.（2010）は IVr と FVr を以下に定義する。
　産業連関分析では，

X=（I－A）－1Y＝BY ⑺　　

（　　）
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が成立する。ここで，記号の定義は次のようである。X は粗生産量のベクトル，I は単位行列，
A は中間投入係数の行列，Y は最終需要のベクトル，B はレオンチェフ逆行列である。
　総生産における直接国内付加価値の割合を v に定義する。
　３ヶ国のケースでは，

V≡
v 0 0

0 v 0

0 0 v
 ⑻

が成立する。
　直接付加価値率 V をレオンチェフ逆行列 B に掛けて，付加価値の源泉の尺度である付加価値
の割合（Value Added Share, VAS）を求める。さらに，VAS を総輸出 E の対角行列に掛けると，

VAS_E≡VBE=
vBE vBE vBE

vBE vBE vBE

vBE vBE vBE
 ⑼

VBE（value-added by source in gross exports）が成立する。
　そこで，r 国からの輸出の生産に使用される中間財に投じられた s 国（外国）の付加価値 FV を，

FV=∑vBE ⑽

と定義する。FVr は VBE のある列の対角線以外の要素の合計である。
　また，間接的付加価値輸出である IV を

IV=∑vBE ⑾

（　　）

（注）B 国の輸出のうち，A 国からの付加価値輸入（２）はすべて輸出され，また B 国で生産され C 国へ輸出さ
れた付加価値（24）もすべて C 国から再輸出されるものと仮定。

（出所）UNCTAD（2013）p. 123.

図２　国際間付加価値貿易

参加国

バリューチェーン

2

2＋24＝26

グロス
輸出額

国内付加
価値

二重
計算

2 2 0

26 24 2

100 72 28

72 46 26

合計

輸出に含まれる国内付加価値
●輸出に含まれる外国付加価値

最終需要製造加工原材料

A国

B国

C国

D国

2＋24＋46＝72
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と定義する。IVr は VBE のある行の対角線以外の要素の合計である。
　対角線の項は輸出に含む国内付加価値 DV である。

DVr＝vrBrrEr＊ ⑿　　

　この定義の下に，ある国の総輸出は国内付加価値と外国付加価値の合計であることが成立する。

Er＊＝DVr＋FVr ⒀　　

　また，輸出額 Ers（r 国から s 国）は中間財輸出と最終財輸出の合計であるため，以下の式で表
示することができる。

Ers＝Yrs＋ArsXs ⒁　　

右辺第２項である中間財輸出の部分を分解すると，

E=Y+AX+∑AX+AX ⒂

が成立する。
　⒂式の右辺の第１項 Yrs は最終財輸出，第２項 ArsXss は s 国が自国で吸収した中間財，第３項 

∑AX は s 国の t 国へ輸出した中間財，第４項 ArsXsr は s 国の r 国へ逆輸出した中間財で
ある。
　総輸出に含む国内付加価値は，以上４項に含まれる国内付加価値の合計である。
　したがって，

E=DV+FV

=vB∑Y+∑AX+∑∑AX+∑AX+FV ⒃

が成立する。さらに，展開すると，

　⒃式の右辺の第１項の vB∑Y  は，直接輸入国 s で使用された r 国の最終財輸出に含む
r 国の国内付加価値，第２項 vB∑AX  は，直接輸入国 s で使用された r 国の中間財輸出
に含む r 国の国内付加価値，第３項 vB∑∑AX  は，直接輸入国 s の第３国 t 国への
輸出に含む r 国の中間財輸出の中の r 国の国内付加価値（r 国の間接的付加価値輸出）， 第４項 

vB∑AX  は直接輸入国 s の r 国への輸出に含む r 国の中間財輸出の中の r 国国内付加価
値（r 国の逆輸入した r 国の国内付加価値）である。
　したがって，輸出は，図３に示したように，相手国で使用された最終財と中間財の国内付加価
値，第３国に再輸出した間接的付加価値，本国に逆輸入した付加価値および外国付加価値の５つ
の部分に分解できる。この中の第３項の間接的付加価値輸出 IV と第５項の外国付加価値 FV を
用いて，国レベルの GVC 参加度を測定することができる。

２.３　国際・多地域間産業連関表に基づく GVC参加度の測定
　以上は多国間の GVC 参加度を定義したが，本研究に用いられる国際・多地域間産業連関表

（WIOD-MRIO）は中国の地域と海外諸国の２国間産業連関表である。そのため，第３国への間接

（　　）
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的付加価値輸出である IV は計測不能になる。Koopman et al.（2010）によると，２国間の場合，
本国の IV は外国の FV と同一である。
　つまり，２カ国の場合，付加価値の割合（Value Added Share, VAS）を表す式⑼は

VAS_E≡VBE=
vBE vBE

vBE vBE


である。

　VAS は 2＊2 の行列であるため， 式⑾ IV=∑vBE  によると， 中国の地域の IV は 
v1B12E2＊ である。さらに，式⑽ FV=∑vBE  によると，ROW の FV は同じく v1B12E2＊ 
である。従って，中国の地域の IV は ROW の FV と同一である。WIOD-MRIO の分析では，
ROW の FV を中国各地域の IV として扱う。
　本研究では，京津地域，北部沿海，東部沿海と南部沿海の４つの地域を沿海地域として統合す
る。 そして東北地域， 中部地域， 西南地域， 西北地域と沿海地域からなる５地域と諸外国

（ROW）の国際・多地域間産業連関表を作成し，５つの国内地域の全産業の GVC 参加度を測定
する。ここでは，当該地域と外国との直接的な貿易だけを考慮した GVC の直接的参加度を測定
している。そして，各地域の GVC 参加度と地域経済成長の関連性を明らかにするため，地域の
一人当たり付加価値を計算し，GVC 参加度と付加価値の増加の時系列的変化を見る。
　図４は2002，2007，2012，2017年の各地域の GVC 参加度と一人当たり付加価値を示している。
横軸は一人当たり付加価値，縦軸は GVC 参加度を表している。付加価値は産業連関表の直接付
加価値を使い，2010年を基準年として実質化を行った。その結果は，内陸地域の GVC 参加度は
変動が大きいが，沿海地域の GVC 参加度は概ね20％前後に留まっている。このように2002年の
時点と比べ，2017年の時点において，地域間の GVC 参加度の差は縮小した。そして，GVC 参
加度と一人当たり付加価値については，内陸地域においては両者ともに増加する傾向があった。
これに対して沿海地域においては，GVC 参加度は増加せず，一人当たり付加価値は増加傾向を
示した。このように沿海地域と内陸地域の GVC 参加度が異なる傾向を示したことについて，LI

（2023b）は，沿海地域においては国内中間財の使用が増加した一方で海外中間財の使用比率が低
（　　）

（出所）Koopman et al.（2010），馮（2020）により，筆者作成。

図３　付加価値のグロス輸出の分解
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下したためだという。その結果 GVC 参加度の低下が生じた。

第３節　内陸地域の GVC への直接的・間接的参加とその成果

３.１　　GVCへの直接的参加と地域経済成長
　第２節では，中国各地域の全産業の GVC への直接的参加度と一人当たり付加価値を計測して，
その時系列の変化を比較したが，両者の間の関連性は明らかにしていなかった。中国の GVC 参
加については，多くの先行研究は産業の GVC の位置づけや付加価値貿易に焦点を当てたが，
GVC 参加による所得変化に関する研究は少ない。Ignatenko et al.（2019）は GVC 参加による所
得成長を明らかにするため，Frankel & Romer（1999）による貿易の所得への影響に与えるメカ
ニズムを表す公式を参考にしている。Frankel & Romer（1999）によると，

lnY=α+βT+γW+ε ⒄

　i は国を表す。Yi は一人当たり所得，Ti は国際貿易，Wi は国内貿易，εi は所得に対する他の
影響を示す。
　また，Frankel & Romer（1999）は Hall & Jones（1999）と Klenow & Rodriguez-Clare（1997）

の所得の分解式を参考に，以下の式を提起した。

（　　）

（出所）MRIO-WIOD により，筆者作成。

図４　 沿海地域と内陸地域（東北，中部，西南，西北地域）の GVC 直接的参加度と一人当たり
付加価値（2002，2007，2012，2017年）
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Y=K
αeΦAN

α
⒅

Y=
K

Y

αα

eΦAN ⒆

　ここで，K と N は資本と労働を意味する。S は労働者の平均教育年数，Φ は学校教育の効果，
A は生産性である。
　両辺を Ni で割り，対数を取る。

ln
Y

N
=

α
1−α

ln
K

Y
+ΦS+lnA ⒇

　Ignatenko et al.（2019）は以上の公式に基づいて，GVC 参加の効果を推定した。

ln
Y
N =α+∑


βshare+γFV+η+η �

　FVi は外国付加価値，sharei（t－1） は一連の GVC とラグドトレード
14）
 （lagged trade）の指標を表す

変数である。
　そこで，本研究では，21式を基づいて，2002，2007，2012，2017年の WIOD-MRIO を用いて，
沿海地域と内陸地域の GVC 参加は地域の一人当たり生産額と一人当たり付加価値にいかなる影
響を与えるのかを分析する。
　表５は地域別の回帰分析結果を示している。国際間の中間財取引の遅延性を考慮し，被説明変
数として2003，2008，2013，2018年の一人当たり生産額と付加価値を用いた。地域別の分析結果
によると，輸出に含まれる外国付加価値の増加は沿海地域の一人当たり生産額と付加価値の増加
に貢献する。しかし，GVC 参加度は，沿海地域の一人当たり付加価値と相反する。これは，図
４に示した沿海地域の全産業 GVC 参加度と一人当たり付加価値の変化傾向と概ね一致している。
沿海地域は GVC 参加による付加価値の流出を抑え，より多くの付加価値を自地域内に留めた，
といえよう。これに対して内陸地域では，GVC 参加度の上昇は一人当たり生産額を大きく増加

（　　）

表５　地域別の回帰分析結果
15）

沿海地域 内陸地域

被説明変数 一人当たり生産額 一人当たり付加価値 一人当たり生産額 一人当たり付加価値

説明変数 係数 St. Err 係数 St. Err 係数 St. Err 係数 St. Err

Intercept
（切片） 　6.814＊＊＊ 0.407 　6.411＊＊＊ 0.407 5.291＊＊＊ 0.368 　4.720＊＊＊ 0.396

外国付加価
値率 　0.935＊＊　 0.362 　0.834＊＊　 0.362 0.525 0.878 　0.234 0.944

GVC 参加度 －1.998 1.982 －5.802＊＊＊ 1.980 3.854 2.828 －0.368 3.039

観測値 68 68 68 68

R-squared 0.095 0.127 0.048 0.001

（出所）MRIO-WIOD をもとに筆者計測。
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させたが，一人当たりの付加価値増加については，有意な関係を確認できない。
　Ignatenko et al.（2019）の分析によると，GVC 貿易は高中所得と高所得国の所得には正の影
響を与えるが，低所得と低中所得国ではその影響は不明確だという結果を得た。中国の各地域間
には大きな経済格差が存在する。表６に示したように，世界銀行の所得水準別分類によると，沿
海地域は2007年の時点で高中所得国の水準であり，2017年の時点で高所得国の水準に達した。一
方，内陸地域は沿海地域に遅れ，2012年に高中所得国の水準に入り，その後も高所得国の水準に
は達しておらず，地域間格差は依然として大きい。
　一般的に，低所得国は GVC における単純労働の低付加価値工程を担う。しかし，この低付加
価値工程の対価へは国際競争によって更なる下落圧力が加わる。一方，高付加価値工程（知識集

約的・高技術労働）は先進国に独占され，相対的な増価が見込まれ，生産工程間の付加価値の分配
格差が拡大する（猪俣，2019）。これは一国全体の場合であるが，中国のような地域間所得格差が
大きな大陸国では，GVC 参加の所得効果は地域別に論じる必要がある。
　また，LI（2023a）によると，内陸地域の生産額の増加の最大の要因は確かに対外貿易ではない。
内陸地域の経済成長は他の要因によるものであり，GVC 参加が内陸の地域経済に与える影響は
不明確であるのも合理である。一方，LI（2023b）によると，「国内統一市場」の形成とともに，
中国の地域間における中間財の取引が発展している。なかでも，沿海地域の生産活動に使用した
内陸地域の中間財が増加している。沿海地域での生産活動の一部は輸出向けの生産活動である。
しかし，以上の分析に用いた直接的 GVC 参加度はこのような地域間の取引を把握できない。そ
こで，本研究では，正確に内陸地域の GVC 参加の成果を把握するため，間接的 GVC 参加とい
う概念を用いる。

３.２　GVCへの間接的参加と「双循環」
　第２節の図２でも示したように，付加価値貿易は付加価値の直接的取引がない両国であっても
間接貿易を通じて存在する。こういう付加価値の間接的な取引は地域間にも存在する。図５は国
際・地域間の付加価値貿易を示している。内陸地域は A 国から原材料を輸入し，加工を行い，

（　　）

表６　所得水準別分類と地域別所得（一人当たり GNI，ドル，当年価格）

所得水準別分類 2002 2007 2012 2017

低所得 ＜＝735 ＜＝935 ＜＝1,035 ＜＝995

低中所得 736―2,935 936―3,705 1,036―4,085 996―3,895

高中所得 2,936―9,075 3,706―11,455 4,086―12,615 3,896―12,055

高所得 ＞9,075 ＞11,455 ＞12,615 ＞12,055

地域別所得 2002 2007 2012 2017

沿海地域 1,740 4,075 8,727 12,133

内陸地域 807 1,943 4,940 6,847

沿海地域 低中所得 高中所得 高中所得 高所得

内陸地域 低中所得 低中所得 高中所得 高中所得

（出所）World Bank Database, 国家統計局により，筆者作成。
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中間製品を沿海地域に移出する。沿海地域では製造工程を終え，ROW（その他世界）に完成品を
輸出する。この場合は，国際貿易におけるグロス輸出額の二重計算は依然存在する。国際間の付
加価値貿易と異なって，国を複数地域に分解することによって，地域レベルの間接的な付加価値
輸出が明らかにできる。
　したがって，地域間付加価値の移出を組み込んだ間接的な付加価値輸出を考慮すると，従来の
グロスの輸出データは沿海地域の輸出を過大評価，内陸地域の輸出を過小評価した可能性がある。
実際に，「国内統一市場」の形成と地域間の中間財取引の活発化により，沿海地域を輸出の最終
出荷点とした内陸地域の間接的な付加価値輸出は増加している。付加価値ベースの貿易統計では，
各地域のグロスの貿易黒字（輸出－輸入）は縮小する（倪・夏，2016）。谷ら（2022）によると，
2012年，中西部（内陸）地域が NVC（国内バリューチェーン）を経由し，間接的に輸出した付加価
値は，GVC の直接的な付加価値輸出を上回る。つまり，内陸地域の間接的な GVC 参加による
付加価値輸出額は，GVC の直接的な参加による付加価値の直接的な輸出額を上回る可能性があ
る。
　第２節に述べたある国の総輸出は国内付加価値と外国付加価値の合計である式⒀

Er＊＝DVr＋FVr

は地域レベルで依然として成立するが，DVr の部分をさらに，輸出に含む本地域の付加価値 dVr

と輸出に含む本国他地域の付加価値 RVr と分解できる。
　つまり，

Er＊＝dVr＋RVr＋FVr 22　　

が成立する。
　図５の数値例を用いて説明すると，中国の総輸出は72，国内付加価値は70，外国付加価値は２
である。国内付加価値を地域ごと分解すると，沿海地域の総輸出は72，沿海地域の付加価値は46，

（　　）

（出所）筆者作成。

図５　地域間付加価値貿易
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内陸地域の付加価値は24，外国付加価値は２である。この沿海地域の輸出に含まれる内陸地域の
付加価値24（RVr）を内陸地域の間接的付加価値輸出と定義する。
　本研究では，沿海地域と内陸地域の両地域のみ注目したため，輸出に含む本国他地域の付加価
値 RVr は他地域の間接的付加価値輸出と定義することができる。
　表７は地域の間接的付加価値輸出額を示している。沿海地域の輸出における間接的付加価値輸
出は内陸地域の間接的付加価値輸出であり，内陸地域の輸出に含まれる沿海地域の付加価値は沿
海地域の間接的付加価値輸出である。これによれば，沿海地域の輸出に占める内陸地域の付加価
値の間接的な輸出は，どの産業でも増加しているが，とくに電子・電機通信設備製造業や紡績・
アパレル製造業の付加価値の間接的輸出は，金額と増加率の双方において顕著である。
　一方，内陸地域の輸出に占める沿海地域の付加価値の間接的輸出は概ね増加傾向を示したが，
とくに電子・電機通信設備製造業ではその額は39倍に，運輸設備製造業では13倍に増加した。沿
海地域と内陸地域との間では，絶対額に格差があるとはいえ，双方向でその増加率は上昇している。
　以上の結果は，LI（2023b）の地域の生産に投下した中間財に関する実証研究の結果と一致す
る。すなわち沿海地域の生産においては，内陸地域からの中間財の投入が増加し，内陸地域から

（　　）

表７　地域の間接的付加価値輸出額（百万ドル）

沿海地域の輸出に含まれる内陸地域
の間接的付加価値輸出

内陸地域の輸出に含まれる沿海地域
の間接的付加価値輸出

産　業 2002 2007 2012 2017 2002 2007 2012 2017

農　業 215 723 746 578 106 341 450 503

採掘業 83 1,240 683 456 72 428 860 410

食品製造，煙草加工業 572 4,633 7,283 5,843 151 405 2,085 918

紡績・アパレル業 3,819 14,126 25,676 32,177 538 1,669 5,858 4,527

木材加工，家具製造業 525 2,936 6,108 6,984 72 237 911 498

製紙印刷文教用品製造業 908 2,492 10,208 10,389 29 148 1,331 1,637

化学工業 1,743 13,639 22,927 21,058 563 2,504 4,763 4,005

非金属鉱物製品業 350 2,193 3,427 5,454 91 374 1,361 1,056

金属製品業 1,562 13,042 17,167 19,414 340 3,276 4,649 3,823

機械工業 1,950 6,277 18,917 20,482 144 1,472 3,382 3,449

運輸設備製造業 642 7,085 8,346 9,271 187 1,265 4,053 2,345

電子・電機通信設備製造業 5,128 27,394 70,479 70,614 581 1,487 11,872 22,573

その他の製造業 716 3,710 3,920 3,964 127 142 618 585

電力・ガス・水供給業 54 196 193 170 0 62 5 16

建築業 99 233 930 1,411 12 687 60 534

商業，運輸業 928 4,362 10,095 10,511 190 919 1,556 2,469

その他のサービス業 347 1,962 8,303 4,234 53 435 179 507

総　額 19,643 106,243 215,409 223,011 3,255 15,851 43,992 49,854

（出所）MRIO-WIOD をもとに筆者計測。
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の付加価値移入は増加した。一方，内陸地域では中間財の沿海部地域への国内移出を通じて，間
接的に付加価値輸出の増加を実現したが，逆に内陸地域の生産においては，沿海地域の中間財投
入の増加率は比較的低い。このように，内陸地域は国内バリューチェーンを通じて，GVC に間
接的に参加しているのである。
　こうした GVC への間接的参加における国内地域間の取引を「国内大循環」，沿海地域を経由
した輸出を「国際大循環」の一部だとすれば，内陸地域の付加価値の間接的輸出は，まさに国
内・国際「双循環」の一部をなしている。

お わ り に

　本研究は，内陸部地域のグローバル・バリューチェーン（GVC）への参加が同地域の経済成長
にいかなる影響を及ぼしたのかについて，実証的に分析した。まず地域レベルの GVC 参加度を
明らかにするために，国際・多地域間産業連関表を作成した。そして地域がどの程度 GVC に参
加したかを表す GVC 参加度を測定した。そのうえで，地域の GVC への直接的参加度，輸出に
含まれる外国付加価値と内陸地域の産業の生産額，付加価値との相関関係を分析した。さらに，
地域間の付加価値移出入を経由した付加価値の輸出を付加価値の間接的輸出として捉え，内陸地
域の沿海地域への付加価値の移出および沿海地域の内陸地域への付加価値の移出，これら二つの
地域間移出を経由した付加価値の輸出を付加価値の間接的輸出として捉え，GVC の間接的参加
の規模を明らかにした。
　その結果明らかになったことは，以下二つである。第１は，内陸地域の GVC の直接的参加は
同地域の生産とほとんど有意な関係は見いだせない。しかし，内陸部の対外開放は GVC の直接
参加だけではない。第２は，内陸地域の沿海地域を経由した付加価値の間接的輸出の規模は時系
列的に増加してきたということである。このことは，付加価値の国内取引および国際的貿易の拡
大を意味しており，「双循環」の発展にほかならない。この「双循環」のさらなる展開には，国
家発展改革委員会（2015）が主張したように内陸地域の鉄道，水運，陸路，空路など多様な運輸
インフラの構築が重要な課題となる。これによって，地域間の中間財や最終財の取引が拡大する
とともに，沿海部地域を通じた輸出を増加することができるからである。

注
1）　ほかの研究も同様の結論を出している。たとえば，丁（2008）は輸送コストの上昇，不十分な市場

化改革，地域間の交流と競争の欠如は，内陸地域の「開放経済」発展を阻害している，とする。
Chen and Wu（2017）は，沿海と内陸で平均化した外国直接投資は内陸地域の都市化を促進してい
ない，という。筆者自身も，LI（2023a）で産業連関分析を通じ，2002～2017年の内陸地域の経済成
長は，対外貿易によるものではないことを明らかにした。

2）　国家発展改革委員会（2015）『中共中央国務院関于構建開放型経済新体制的若干意見』中発（2015）
13号。また国連機関である UNCTAD（2013）は，GSC に参加することによって所得増加，貧困削減
と就業創出ができるとして，途上国の GSC への参加の意義を主張している。

3）　LI（2023ｂ）は多地域間産業連関表を用いて，付加価値分析から内陸地域の生産に投入された中間
財を分析した。内陸地域の生産活動における輸入中間財の使用は増加し，内陸地域の対外開放は進ん

（　　）
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でいる。しかし，この研究は産業連関表の縦方向の投入構造に注目したものであり，輸入中間財使用
の増加が地域産出額の増減にどのような影響を与えるのかについては解明していなかった（『立命館
経済学』第72巻第２号）。

4）　中部崛起とは，2004年に提起した中部地域（山西，安徽，江西，河南，湖北，湖南）の地域開発戦
略である。地域間格差の縮小から，中部地域の先端製造業の発展，都市化の推進，現代農業の発展な
ど様々の内容が含まれる。

5）　『皖江都市帯承接産業移転示範区規画』。
6）　全称『承接産業移転示範区評価指標体系』，2023年７月に公表したものである。
7）　ただし，東北地域の遼寧省大連市に位置する「総合保税区」は除外する。その理由は，遼寧省大連

市は1984年に指定された沿海開放都市であり，国家計画単列市（中央政府が直接管理する省属の都市
で，他に青島，寧波，厦門，深圳市，計５つ）であるため。

8）　国務院『加快海関特殊監管区域整合優化方案』。
9）　2013年の中国共産党第18期中央委員会第３回全体会議で提出された対外開放の政策である。

10）　Crisucuolo & Timmis（2017）によれば，GVC への参加は輸入財へのアクセスや外国企業のスピ
ルオーバー，外国企業との競争によって生産性を向上させる可能，といった複合的な効果をもつ。

11）　当年の名目為替レートは，1CNY＝0.1208USD（2002年），1CNY＝0.1315USD（2007年），1CNY
＝0.1584USD（2012年），1CNY＝0.1481USD（2017年）。

12）　CHN は中国，ROW は「その他世界」（Rest of the World）を示す。
13）　国際・多地域間産業連関表の作成については，常ら（2021）を参照。
14）　中間財取引は複数の国に渡るため，その影響は即時に産出額の増減に現れないため，時期が遅延

（lagged）した（t－1）期の貿易データを用いる。
15）　＊p＜0.1，＊＊p＜0.05，＊＊＊p＜0.01
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附表　MRIO, ADB, WIOD の産業分類の対応表

MRIO ADB WIOD

農　業 Agriculture, hunting, forestry, and fishing

Crop and animal production, hunting and re-
lated service activities

Forestry and logging

Fishing and aquaculture

採掘業 Mining and quarrying Mining and quarrying

食品製造，煙草加工
業 Food, beverages, and tobacco Manufacture of food products, beverages and 

tobacco products

紡績アパレル業
Textiles and textile products Manufacture of textiles, wearing apparel and 

leather productsLeather, leather products, and footwear

木材加工，家具製造
業 Wood and products of wood and cork

Manufacture of wood and of products of 
wood and cork, except furniture ; manufa cture 
of articles of straw and plaiting materials

製紙印刷文教用品製
造業

Pulp, paper, paper products, printing, and 
publishing

Manufacture of paper and paper products

Printing and reproduction of recorded media

化学工業

Coke, refined petroleum, and nuclear fuel Manufacture of coke and refined petroleum 
products

Chemicals and chemical products Manufacture of chemicals and chemical prod-
ucts

Rubber and plastics
Manufacture of basic pharmaceutical products 
and pharmaceutical preparations

Manufacture of rubber and plastic products

非金属鉱物製品業 Other nonmetallic minerals Manufacture of other non-metallic mineral 
products

金属製品業 Basic metals and fabricated metal
Manufacture of basic metals

Manufacture of fabricated metal products, ex-
cept machinery and equipment

機械工業 Machinery, nec Manufacture of machinery and equipment 
n.e.c.

交通運輸設備製造業 Transport equipment
Manufacture of motor vehicles, trailers and 
semi-trailers

Manufacture of other transport equipment

電子，電機通信設備
製造業 Electrical and optical equipment

Manufacture of computer, electronic and opti-
cal products

Manufacture of electrical equipment

その他の製造業 Manufacturing, nec ; recycling Manufacture of furniture ; other manufactur-
ing

電力・ガス・水供給
業 Electricity, gas, and water supply

Repair and installation of machinery and 
equipment

Electricity, gas, steam and air conditioning 
supply

Water collection, treatment and supply

Sewerage ; waste collection, treatment and 
disposal activities ; materials recovery ; reme-
diation activities and other waste manage-
ment services

建築業 Construction Construction
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商業，運輸業

Sale, maintenance, and repair of motor vehi-
cles and motorcycles ; retail sale of fuel

Wholesale and retail trade and repair of mo-
tor vehicles and motorcycles

Wholesale trade and commission trade, except 
of motor vehicles and motorcycles

Wholesale trade, except of motor vehicles and 
motorcycles

Retail trade, except of motor vehicles and 
motorcycles ; repair of household goods

Retail trade, except of motor vehicles and 
motorcycles

Hotels and restaurants Land transport and transport via pipelines

Inland transport Water transport

Water transport Air transport

Air transport Warehousing and support activities for trans-
portation

Other supporting and auxiliary transport ac-
tivities ; activities of travel agencies Postal and courier activities

その他のサービス業

Post and telecommunications Accommodation and food service activities

Publishing activities

Financial intermediation

Motion picture, video and television pro-
gramme production, sound recording and mu-
sic publishing activities ; programming and 
broadcasting activities

Telecommunications

Real estate activities Computer programming, consultancy and re-
lated activities ; information service activities

Financial service activities, except insurance 
and pension funding

Renting of M&Eq and other business activi-
ties

Insurance, reinsurance and pension funding, 
except compulsory social security

Activities auxiliary to financial services and 
insurance activities

Real estate activities

Public administration and defense ; compulsory 
social security

Legal and accounting activities ; activities of 
head offices ; management consultancy activi-
ties

Architectural and engineering activities ; tech-
nical testing and analysis

Scientific research and development

Education Advertising and market research

Other professional, scientific and technical ac-
tivities ; veterinary activities

Administrative and support service activities

Health and social work Public administration and defence ; compulsory 
social security

Education

Human health and social work activities

Other community, social, and personal servic-
es Other service activities

Activities of households as employers ; undif-
ferentiated goods-and services-producing ac-
tivities of households for own use

Private households with employed persons Activities of extraterritorial organizations and 
bodies
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